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	制度の現状
	措置の分類
	措置の概要（対応策）

	「聴覚障害者用屋内信号装置」補助対象者の拡大
	現在「聴覚障害者用屋内信号装置」の対象者は聴覚障害2級からである。
例えば、聴覚障害３級の女性が出産しても、音や振動で子供の泣き声を教えてくれるベビーコールは補助対象外である。補聴器をつけていない時は子供の安全の為常に気をはって生活しており、精神的負担が大きい。

2級からというように等級を限定するのではなく、等級に関係なく全ての聴覚障害者が利用できるように改善をお願いしたい。
	静岡県聴覚障害者協会
	障害福祉課
	「聴覚障害者用屋内信号装置」は、地域生活支援事業実施要綱に定める市町村地域生活支援事業「日常生活用具給付等事業」において、給付等を行う品目の一つとされており、実施主体は市町村である。
　なお、事業の詳細な実施方式や利用者負担等は国から示されていないため、県は県内のどの地域でも同様のサービスが提供されることを目的とし、事業実施の考え方を示したガイドラインを作成し各市町に通知している。

　ガイドラインは、技術的助言であり、各市町には、実情に応じた事業実施をすることを通知している。
	継続検討
	・地域生活支援事業実施要綱に定める市町村地域生活支援　　事業「日常生活用具給付等事業」の実施主体は、市町村である。県は各市町に対し、必要性や家庭環境を調査したうえで適正な給付が実施されるよう周知している。
・今回の提案は、市町の負担が増えることにつながる見直しであるため、市町の意見を聞きながら、県が作成しているガイドラインの見直しについて、検討を進めてまいりたい。


　　
資料７








